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はじめに
　ナッジ（英語nudge：そっと後押しする）
を提唱するシカゴ大学のリチャード・セイラー
教授が2017年にノーベル経済学賞を受賞して
以来、我が国の府省庁や地方公共団体等の公
共部門において、ナッジをはじめ、行動に関
する科学的な理論や知見を公共政策に活用し、
行動変容を促進しようとする機運が高まって
います。地域社会においてナッジが活用され
ている事例も増えてきており、例えば、富山
駅前にあるコミュニティホール（アーバンプ
レイス）内に設置されたピアノ階段がありま
す（図１）。

　「季節の音階段」と名付けられたこの階段は、
ピアノの鍵盤を模したデザインをしているの
みならず、踏むと音が出るようになっており、
四季によって異なるメロディを楽しむことが
できます。このとき重要なのは、階段の利用
を強いているわけではないということです。
隣にはエスカレーターも併設されており、足
の不自由な方や年配の方にも配慮された設計

となっており、エスカレーターの利用も選択
肢として排除していません。そして、階段の
上り下りを苦痛に感じるどころか、楽しく愉
快に面白く、自然と体を動かすことができる
ことを企図して設計されています。
　ピアノ階段は、もともとはスウェーデンの
地下鉄の駅に設置されたもので、どのように
したら駅の利用客がエスカレーターの代わり
に階段を上り下りして体を動かすようになる
のか、しかも楽しんで階段の利用を選択する
ようになるのか、という問い掛けに端を発し
た試みでした。ピアノ階段を設置することに
より、階段を利用する人が増え、その結果、
身体活動量が増え、健康増進につながること
が期待されます。さらに、ピアノ階段に併設
されたエスカレーターに人感センサーを取り
付ければ、階段利用が進んだ際に、エスカレー
ターが稼働しない分だけ省エネルギーにもな
り、健康×環境という相乗効果も得られるよ
うになります。このように、ピアノ階段は環
境を変えることで人々の行動変容が促される
事例と言えます。

公共政策におけるナッジの実装事例
　続いて、公共政策におけるナッジの実装事
例を２点紹介します。
　まず、東京都八王子市と株式会社キャンサー
スキャンによる、がん検診の受診率改善の取
組です（参考文献１）。八王子市においては、
がん検診の便検査キットについて、従来、「今
年度、大腸がん検診を受診された方には、来
年度、大腸がん検査キットをご自宅へお送り
します」という表現（行動をすれば何かがも
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出所：著者撮影

図１　富山市内のピアノ階段

日本版ナッジ・ユニットの取組
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らえるという利得表現）のリーフレットを使
用していました。これを、「今年度、大腸がん
検診を受診されないと、来年度、ご自宅へ大
腸がん検査キットをお送りすることができま
せん」という表現（行動をしないと何かを損
してしまうという損失表現）に変更したとこ
ろ、利得表現では受診率が22.7％であったの
に対し、損失表現では29.9％となり、統計的
有意に効果が上昇しました。これは何かを得
る喜びよりも失う痛みの方が２倍程度大きい
とするプロスペクト理論を応用したものにな
ります。これらの表現は実際には同じことを
言っているものにすぎません。しかしながら、
リーフレットの表現を変えるだけで行政側の
オペレーションや政策コストを大きく変える
ことなく、がん検診の受診を促すという市の
施策の実効性を高めることにつながった好事
例と言えます。
　次に紹介する事例は、中部管区警察局岐阜
県情報通信部の取組です。同部においては、
使命感から、職員が宿直明けに休暇を取得す
るのを控える傾向にあったといいます。そこ
で同部長は、働き方改革の観点でこの点を改
善すべく、従来、休暇取得は申請制であった
ところを、宿直翌日の休暇取得を原則とし、
取得しないで勤務する場合にその旨を申請す
るというように初期設定（デフォルト）を変
更しました。その結果、延べの宿直明けの休

暇取得者数は前年度比でおよそ３倍に増加し
ました（図２、参考文献２）。

日本版ナッジ・ユニットについて
　公共政策においては、ナッジを含む行動イ
ンサイトの活用は、法律等の規制的手法、税
や補助金等の経済的手法、さらには普及啓発
や情報提供等の情報的手法といった伝統的な
政策手法を補完する、新たな政策手法として
の位置付けでとらえられるようになっていま
す。政策手法としてナッジが単独で用いられ
ることもありますが、ナッジのみですべてが
解決するかと言えば多くの社会課題はそうで
はなく、伝統的な政策手法とナッジを組合せ
て政策の実効性や有効性を高めるという観点
が重要です。
　我が国の公共政策にナッジを活用しようと
する近年の盛り上がりは、セイラーのノーベ
ル賞受賞によるところが大きいものと思われ
ますが、政策として本格的に動き出したのは、
それに先立つこと半年前の2017年４月になり
ます。それは、環境省が省エネルギーや二酸
化炭素排出削減を目的とした様々な実証事業
を開始したときであり、同じく環境省が中心
となって日本版ナッジ・ユニット（Behavioral 
Sciences Team, BEST）を発足したときでし
た。日本版ナッジ・ユニットにおいては、そ
の英語名が示すとおり、ナッジに限らず、行

動に関する科学の知見を、行
動に起因する社会課題の解決
に向けて活用する検討を進め
ています。そして、行動に関
する科学の知見に基づく取組
が政策として、また、民間に
早期に社会実装され、自立的
に普及することを目的として
います。日本版ナッジ・ユニッ
トは不定期で連絡会議を開催
しており、今では10を超える
府省庁が参加しています。

出所：参考文献２

図２　デフォルトの変更による宿直明けの休暇取得の促進



24	 国際文化研修2023冬　vol. 118 	 国際文化研修2023冬　vol. 118	 25

環境省の実証事業の例
　上述のように、環境省においては、2017年
度からナッジに関する様々な実証実験を実施
しています。ここでは省エネに関するものを
取り上げます。省エネに関する実証実験は、
2017年度から2020年度まで実施されたもので
あり、一般の世帯を、ナッジを散りばめたレ
ポートを送付する群と送付しない群に無作為
に分け、送付する群には他の世帯のエネルギー
使用量に関する情報等を掲載したレポートを
毎月または隔月で２年間継続的に送付しまし
た。他の世帯のエネルギー使用量に関する情
報は、所属する集団内での他のメンバー（具
体的には、同じエネルギー事業者から電気ま
たはガスの供給を受けている世帯）のエネル
ギー使用の実態や望ましい使用量の水準の理
解に役立ててもらうことを目的としたもので
す。また、他の世帯よりも使用量が多い場合
には、料金を多く支払っていると伝えて損失
を強調し、損失を回避しようとする性質を刺
激するナッジも用いられました。
　この実証実験においては、レポート送付の
翌月以降の電気やガスの使用量について、レ
ポート送付による省エネルギー効果をランダ
ム化比較試験により検証しました。検証の結
果、レポートの継続的な送付により平均で２％

の省エネルギー効果が２年間持続すること、
そしてその後レポートの送付を停止した後も
少なくとも１年間効果が統計的有意に持続す
ることが明らかになりました（送付停止後の
１年間まで検証をしたため、その後も効果が
続くか否かは不明です）。ナッジは飽きたり慣
れたりしてしまって効果が長続きしない、と
しばしば言われますが、ナッジの内容を工夫
することにより、ナッジをしている間はもと
より、ナッジをやめてからも効果が持続するこ
とが明らかになったことは特筆すべき点です。
　この実証実験の結果で特筆すべき点がもう
１点あります。それは、費用対効果が高いと
いうことです。２％の省エネルギー効果とい
うと各家庭では毎月100円、200円という節約
額に相当します。世帯単位で見れば微々たる
ものと思われるかもしれませんが、政策効果
としては小さくはなく、仮に２％の省エネル
ギー・省CO2効果が日本全体で得られるとす
ると、これと同等の効果を最新の省エネ家電
や太陽光パネルといった設備の導入で代替す
るには、数兆円もの投資金額が必要となりま
す。それと同じ効果を、一枚の紙を毎月また
は隔月で送るだけで得られ、データの解析や
レポートの郵送に要する費用を考慮しても割
安になります。実証実験が終了した現在にお
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出所：著者作成

図３　省エネレポートの送付による省エネナッジの実証実験
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いては、実験に協力した事業者を含む多くの
エネルギー事業者が顧客サービスとして他の
世帯の情報を提供するようになっており、実
験の成果の社会実装が進められています。

環境省の政策への実装事例
　環境省においても、実証実験の成果の社会
実装を進めています。ここでは、2020年７月
からのレジ袋有料化に合わせて、レジ袋の受
取辞退やマイバッグの利用を促進するために
実施したナッジについて紹介します。環境省
においては、レジ袋有料化の前に、調査会社
の一般モニタに協力いただいて、１ヶ月間の
レジ袋やマイバッグの利用状況について調査
しました。モニタを、買い物日記を記録する
のみの対照群と、ナッジにより何らかの働き
かけをした介入群に無作為に分け、両者でど
れくらいレジ袋の辞退率やマイバッグの利用
率が増加したのかをランダム化比較試験によ
り検証しました。介入内容としては、例えば、
新しいルールと実施してほしいことを直接伝
えるという、よくある役所の標語タイプ（「７
月１日からレジ袋が有料化されます。マイバッ
グを利用しましょう。」）をはじめ、レジ袋の

利用により年間の買い物でどれくらいの出費
になるのかという損失を強調したタイプ、環
境配慮を呼び掛けるタイプ等と、様々なメッ
セージを試しました（図４）。
　いずれのメッセージも統計的有意に効果が
あり、最も効果的であったのは、「みんなでチャ
レンジ」と呼び掛けて、「集団の結果を定期的
にフィードバック」したものでした（図４で
は介入群３が該当）。そして、レジ袋有料化の
施行に合わせて実施された普及啓発のキャン
ペーンでは、実証実験の結果に整合するよう
に「みんなで減らそうレジ袋チャレンジ」と
呼び掛けるとともに、レジ袋の辞退率やマイ
バッグの利用率等の現状について、ウェブサ
イト等で公表しています。

ナッジの設計に当たって
　ナッジの設計に当たっては、ナッジを適用
しようとする社会課題について現状を正しく
認識するために、行動分析や行動観察と呼ば
れる手法が用いられることがあります。第16
回日本版ナッジ・ユニット連絡会議において
は、手洗いという身近な事柄を題材に、手を
洗わないという行動を分析した海外の事例

出所：参考文献３

統制群
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働きかけ

介入群３
「同調性」への

働きかけ
（チャレンジ）

介入群４
「環境」配慮への

働きかけ
＋チャレンジ

チャレンジの結果を毎週発表

図４　レジ袋辞退・マイバッグ利用促進のためのナッジメッセージの検証
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（図５、参考文献４）を示した上で、石けんで
手洗いをするに当たって何が障壁となってい
るのか、そしてその障壁を克服するためには
どうすれば良いのか、一つひとつ議論を行い
ました。
　議論においては、単純に、石けんやタオル、
ハンカチ等の衛生用品が用意されていないと
いうものから、感染予防に対する手洗いの効
果を理解していないというもの、マスクの着
用を意識するあまりそれで充分だと思って手
洗いに対する意識が疎かになってしまうこと、
さらには手を洗おうとは思っているものの多
忙や疲労を理由に実践しないというもの（意
識と行動の間の乖離）まで様々な要因が挙げ
られました。
　そして、これらの要因のうち、ナッジをは
じめとする行動に関する科学の知見が適用し
得るものはどれか、と検討していきました。
手洗いの効果に対する認識の欠如やマスクの
みで十分であるとの認識の誤りに対しては、
正しい知識をわかりやすく伝え、リスクコミュ
ニケーションをするという観点でナッジを活
かせる場面が考えられました。意識と行動の
間に乖離がある、すなわち少なくとも関心や
理解はあるという人に対しては、行動を取り

やすくするような仕掛けづくり（手間暇かけ
ずに手洗いができるようにする、手洗いが楽
しくなるようにする、はたまた、アルコール
消毒などの手洗い以外の方法を用意する等）
の観点でナッジが活躍する場面が考えられま
した。

最近とくにホットな論点
　ナッジの活用が進められる中で、倫理面に
おける配慮がホットな論点となっています。
公共政策の現場でのナッジの活用は、他の政
策手法と同様、人々のライフスタイルや行動
様式に介入して影響を及ぼすことがあります。
このため、ナッジの活用に携わる人は、法令
の定めるところに加え、高い倫理性が求めら
れるものです。
　日本版ナッジ・ユニットにおいては、2019年
12月にその下部組織としてナッジ倫理委員会
を設立し、公共政策の現場でナッジを活用す
る際の倫理的に配慮すべき点について整理し
ています。2020年３月には研究・調査時に参照
すべきチェックリスト（参考文献５）を、2020
年12月には社会実装時に参照すべきチェックリ
スト（参考文献６）を公表しました。今後、環
境省事業を中心に実際に活用して適用事例を

積み重ねることで、今後の改
訂につなげることを計画して
います。
　また、セイラーは2008年の
ナッジの定義から10年が経過
した2018年に、ナッジをいわ
ば再定義し、ナッジを通じて
選択アーキテクチャー（人々
が選択し、意思決定する際の
環境のこと）を改善すること
により、選択肢を制限するこ
となしに人々が賢い選択をで
きるようになると掲げました

（参考文献７）。そこでセイ
ラーは、「自分自身にとって
より良い選択ができるように

研修 2 自治体職員のための行動経済学
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出所：参考文献４

図５　手を洗わないことに対する行動分析の事例
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人々を手助けすること」をナッジの本来の目
的としており、このような「良いナッジ」を
推奨しています。セイラーはまた、賢い意思
決定や向社会的行動を難しくするような「悪
いナッジ」を「スラッジ（英語sludge：ヘドロ、
汚泥）」と名付け、公共部門・民間部門を問わ
ずスラッジを一掃するよう働きかけています。
　ナッジに限った話ではありませんが、公共
政策においては、効果を明らかにしながら政
策を立案し、実践していくことが求められま
す。そして、ナッジが有用な政策ツールとな
り得るからこそ、倫理面に留意した取組が求
められています。

おわりに
　ナッジを考える際には、まず、行動変容を
促す相手の立場になって、自分自身がナッジ
の対象となったときのことを考えてみること
が重要です。そうすることがナッジをスラッ
ジにしないための最も簡便なセルフチェック
となると考えられます。そして、何かを我慢
するためではなく、自ら進んで何かをしたく
なるようなナッジを考えることができればな
お良いと思います。
　さらに、知らず知らずのうちに、スラッジ
をしてしまっているかもしれません。ナッジ
の活用を検討する前に、そもそも現状の手続
きが煩雑であったり、知られていなかったり
する場合等、現在の仕組みが意思決定や向社
会的行動を難しくしてしまっていないか点検
することも同様に重要です。
　日本版ナッジ・ユニットは、2017年の設立
からすでに５年以上が経過しましたが、ナッ
ジはまだまだ一般には耳慣れない言葉だと思
われます。本稿をご覧いただいた方におかれ
ましては、政策を検討する際には他の政策手
法と同様にナッジの活用も選択肢としていた
だくとともに、行動に起因する社会課題の解
決に向けてご協力を賜ることができれば幸甚
に存じます。
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